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(9)　外貿コンテナ貨物地域別取扱量の推移

出典：「港湾統計（年報）」より国土交通省港湾局作成
　注） １．TEUベースで算定。
　　　２．東京湾は、東京港、川崎港、横浜港、千葉港の４港。
　　　３．伊勢湾は、名古屋港、四日市港、三河港の３港。
　　　４．大阪湾は、大阪港、堺泉北港、神戸港の３港。
　　　５．北部九州は、下関港、北九州港、博多港の３港。
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（1）　開発保全航路一覧
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17．航路の現況
(1)　日本に就航する外貿定期コンテナ航路便数（便／週）

平成23年３月１日時点

航路
港湾

北米 欧州
近海・東南アジア

その他
中国 韓国 その他

1 東 京 13.0 3.0 35.0 11.0 35.0 2.0
2 横 浜 19.0 1.0 44.0 10.0 30.0 10.5
3 川 崎 1.0 2.0 4.0
4 名 古 屋 10.0 5.0 34.0 12.0 29.0 4.5
5 四 日 市 5.0 2.0 7.0
6 大 阪 5.0 30.0 14.0 29.0 3.5
7 神 戸 12.0 4.0 32.0 8.0 30.0 1.5
8 下 関 4.0
9 北 九 州 13.0 21.0 13.0 0.3
10 博 多 0.5 2.0 12.0 18.0 13.0

小 計 59.5 15.0 205.0 102.0 190.0 22.3
11 苫 小 牧 0.5 3.0 4.0 1.0
12 室 蘭 1.0
13 小 樽 1.0
14 釧 路 1.0
15 石 狩 湾 新 2.0
16 函 館 1.0
17 八 戸 2.0 1.0
18 大 船 渡 0.5
19 仙 台 塩 釜 1.0 3.0 1.0
20 秋 田 5.0
21 酒 田 2.0
22 小 名 浜 1.0
23 茨 城 0.5 1.0
24 鹿 島 1.0
25 千 葉 2.0 2.0
26 新 潟 5.0 6.0 1.0
27 直 江 津 2.0 2.0
28 伏 木 富 山 4.0 7.0 0.5
29 金 沢 3.0 4.0
30 敦 賀 2.0
31 清 水 2.5 2.0 7.0 4.0 8.0
32 御 前 崎 1.0 1.0
33 三 河 3.0 3.0
34 舞 鶴 1.0 1.0
35 堺 泉 北 1.5
36 和歌山下津 1.0
37 境 2.0 3.0
38 浜 田 1.0
39 水 島 7.0 7.0 1.0
40 福 山 6.0 4.0
41 広 島 0.3 6.0 9.0 3.0
42 呉 1.0
43 徳 山 下 松 2.0 8.0 1.0
44 大 竹 2.0
45 岩 国 2.0 4.0 1.0
46 宇 部 1.0
47 三田尻中関 2.0 1.0 1.0
48 徳島小松島 3.0
49 高 松 2.0 3.0
50 松 山 1.0 5.0 1.0
51 今 治 5.0
52 三島川之江 6.0
53 高 知 2.0
54 伊 万 里 4.0 1.0
55 長 崎 1.0
56 三 池 2.0
57 八 代 2.0
58 熊 本 1.0
59 大 分 1.0 3.0
60 細 島 3.0 1.0
61 油 津 1.0
62 川 内 2.0
63 志 布 志 2.0 4.0 1.0
64 那 覇 1.0 2.0 2.5

小 計 5.5 2.0 78.0 132.0 27.5 0.5
合 計 65.0 17.0 283.0 234.0 217.5 22.8

出典：港湾局計画課調べ
※「中国」には、「中国・韓国航路」も含まれる。
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（3）　国土交通省港湾局関係組織図
【内部部局】

）人45（課務総局湾港省通交土国
官画企）人209（

大臣官房 審議官 危機管理室
（港湾局担当） 職員管理室

首席港湾保安管理官
港湾保安管理官2

官整調

企画調整官
事業調整官

】等会議審【
交通政策審議会

）人92（課済経湾港

会議審輸運

港湾情報化推進室
港湾物流戦略室

港湾経済企画官
官策対化度高運港

】関機等設施【

港湾運送サービス活性化対策官

国土技術政策総合研究所（P277参照）

港湾利用調整官

計 画 課 （26人）
企画室
計画企画官
港湾計画審査官
事業企画官

振 興 課 （23人）
海洋利用開発室
港湾振興企画官

技術企画課（39人）
建設企画室

技術監理室
港湾保全企画室

技術企画官
事業監理官
品質確保企画官

国際標準化推進官
技術基準審査官

国際・環境課 （24人）

環境情報調査官
国際企画室
港湾環境政策室

国際調整官 2

海岸・防災課 （22人）
災害対策室
海岸防災企画官
総括災害査定官

災害査定官
（４人以内※）

（注）人数は予算定員（平成24年3月31日現在）である。

※ うち二人は、関係のある他の職を占める者をもって充てられる

港湾管理高度化指導官

大臣官房 技術参事官

平成23年４月１日現在

港湾空港関係事務所一覧(53 箇所)

地方整備局
東北(仙台)
 （354人）

関東(横浜)
（426人）

北陸(新潟)
（316人）

中部(名古屋)
（281人）

近畿(神戸)
（276人）

中国(広島)
（220人）

四国(高松)
（235人）

九州(福岡)
（572人）

港湾事務所
（22 箇所）

青森､釜石､秋田､
酒田､小名浜

千葉､東京､
京浜

伏木富山､
敦賀

清水､名古屋、
三河､四日市

舞鶴、 神戸、
和歌山

宇野、 宇部 下関、 苅田、
唐津、 志布志

港湾･空港
整備事務所
（20 箇所）

八戸､塩釜 鹿島 新潟、 金
沢

大阪 境 ､ 広 島、
宇部

小松島 ､ 高松
松山､高知

北九州､博多､長
崎 ､ 熊本 ､ 別府 ､
宮崎､鹿児島

空港整備事務所(1 箇所) 東京

航路事務所(2 箇所) 東京湾口 関門
港湾空港技術調査事務所

（8 箇所）
仙台 横浜 新潟 名古屋 神戸 広島 高松 下関

(注)北海道及び沖縄を除く。人数は港湾空港関係の予算定員(平成24年3月31日現在)である。


